
「高校教育改革推進支援」業務委託に係る 

企画提案募集要項 

 

１ 趣旨 

文部科学省が示す高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）の考え方

を踏まえ、千葉県における高校教育改革を効果的に推進することを目的とする。 

本業務では、改革先導拠点への伴走支援を行うことで各校の協議体の設計・持続

可能な体制構築を図るとともに、その後の改革先導拠点の取組・成果の普及体制の

構築を通じて、県全体の高校教育改革の実現を図る。 

本要項は、高校教育改革を効果的かつ効率的に推進するため、その企画・運営業

務の委託先となる事業者の募集に関する事項を定める。 

 

２ 業務名 

「高校教育改革推進支援」業務委託 

 

３ 業務の実施方法 

  企画提案を募り、選考を経て１企業・団体を決定し、業務を委託する。 

 

４ 応募資格 

応募者は、次の全ての要件を満たすこととする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定（契約を

締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者）に該当しない者である

こと。 

（２）企画提案書等の提出の日において、千葉県物品等入札参加資格（委託）を有す

る者であること。 

（３）募集開始の日から審査完了の日までの間に、物品等一般競争入札参加者及び指

名競争入札参加者の資格等に基づく入札参加資格の停止を受けている日が含まれ

ないこと。 

（４）募集開始の日から審査完了の日までの間に、千葉県物品等指名競争入札参加者

指名停止等基準（昭和５７年１２月１日制定）に基づく指名停止及び物品調達等

の契約に係る暴力団等排除措置要領に基づく入札参加除外措置を受けている日が

含まれないこと。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とした者ではないこと。 

 

５ 業務の委託期間 

契約締結の日から令和９年３月３１日（水）まで 

 

 



６ 業務の委託金額 

５,２００千円以内（消費税及び地方消費税込）とする。 

 

７ 業務内容 

「『高校教育改革推進支援』業務委託仕様書」のとおり。 

 

８ 参加手続き 

（１）質問書の提出及び回答 

本件に関する質問については、下記のとおり受け付ける。ただし、応募の状

況、審査委員名等に関する質問は受け付けない。 

ア 受付期間 ７月２９日（水）午後５時到着分まで 
イ 受付方法 電子メールによる 
ウ 送 付 先 千葉県教育庁 企画管理部教育政策課 高校改革推進室 

「高校教育改革推進支援業務委託」担当宛 

E-mail：kyseisaku6★mz.pref.chiba.lg.jp 

  （★を＠に変更し、送信してください） 

件名は「高校教育改革推進支援」業務委託質問事項とし、本文に

は会社名、担当者名及び連絡先を必ず記載すること。 
エ 回答方法 ８月４日（火）を目途にホームページに掲載する。 

 
（２）応募申請書の提出 

   本業務委託の企画提案に参加しようとする者は、別紙「応募申請書」を以下に

示す期限までに電子メールにより提出すること。 

ア 提出期限 令和８年８月６日（木）午後５時（必着） 

イ 提 出 先 千葉県教育庁企画管理部 教育政策課 高校改革推進室 

「高校教育改革推進支援業務委託」担当宛 

kyseisaku6★mz.pref.chiba.lg.jp 

（★を＠に変更し、送信してください） 

 

（３）企画提案書の提出 

   このプロポーザルに参加しようとする場合は、企画提案書等関係書類を以下の

とおり提出すること。 

ア 提出期限 

  令和８年８月１０日（月）午後５時（必着） 

イ 提出方法 

ちば電子申請サービスにより、電子データ（PDF 形式）を提出。 

電子データでの提出が困難な場合、郵送等も可とする。 

ウ 提出部数 



正本１部（ただし、郵送の場合は、正本１部、副本８部とする） 

エ 提出書類 

以下に示す提出書類一式を期限内に以下のとおり提出すること。 

(ｱ) 企画提案書（様式第１号） 

(ｲ) 企画提案説明書（A４版様式任意） 

      以下について記載すること。 

・提案の基本的な考え方 

・事業実施に係る人員体制 

・情報セキュリティ体制 

・スケジュール 

・事業内容 

・類似業務（学校の魅力化支援、地域活性化支援 等）の受託実績 

※応募者名及び団体名は、企画提案説明書内に記載しないこと。 

※各項目のページ配分は任意だが、Ａ４サイズ２０頁以内(表紙含む)と 

すること。指定頁数を超える部分については審査対象外とする。 

(ｳ) 業務委託見積書（様式第２号） 

・所在地（主たる事務所の所在地）、商号又は名称及び代表者名を記載す

ること。 

・内訳が分かるように項目ごとに積算額及び積算根拠を記載すること 

(ｴ) 企業（団体）概要（様式第３号） 

契約受注実績については、県教育委員会からの受注業務に限定しないこと

とし、概ね３年以内のもので３件以内とすること。 

(ｵ) 再委託予定調書（様式第４号）※該当のある場合のみ提出すること。 

(ｶ) 企画提案書の非開示願（様式第５号）※該当のある場合のみ提出するこ

と。 

 

９ 審査・選定方法 

（１）選定に当たっては、「『高校教育改革推進支援』業務委託に係る業者選定委員

会 選定要領」に基づき業者選定委員会を実施する。 

（２）応募者が４者以上の場合は、業者選定委員会の前に１次審査として、事務局に

よる書類審査を行い、３者を選出し、その３者が次の（３）のプレゼンテーシ

ョンを行う。 

（３）プレゼンテーション等は、８月下旬に実施する。実施場所、日時等について

は、企画提案者に別途通知する。 

 

（４）審査基準  

   審査に当たっては、おおむね以下の基準により総合的に評価する。 

 



 

 

 

審査基準 観点 
業務内容の理解 業務の目的、仕様書の内容を十分に理解した企画提案内容とな

っているか。 
企画提案内容 国の「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）」の

内容、本県の教育環境を取り巻く課題やこれまでの取組等を理

解し、業務内容を提案しているか。 
改革先導拠点の取組内容を県内の各高校へ普及するための提案

がなされているか。 
提案の内容に独自の視点、新規性がみられるか。 

業務遂行能力 必要な人員を確保し、本業務を効率的に実施できる体制が提案

されているか。 
業務員の実績から、業務を円滑かつ効果的に実施できる技術やノ

ウハウを有していると認められるか。 
事業を円滑かつ確実に実施できるスケジュールとなっているか。 

経費の妥当性 提案内容に対して適正な積算であるか。 
費用対効果に十分配慮した経費となっているか。 

（５）業者選定委員会からの最優秀提案者の報告に基づき、千葉県教育委員会が受託

候補者を決定する。 

（６）選定結果については、応募者に電子メールにて通知するとともに、県ホームペ

ージにて公表する。 

 

10 提案の無効に関する事項 

  次のいずれかに該当するときは、その提案は無効とする。 

（１）所定の日時及び場所に企画提案書を提出しないとき。 

（２）本件に対して、二つ以上の提案をしたとき。 

（３）本件に対して、自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案したとき。 

（４）本件に対して、二人以上の代理人を指定したとき。 

（５）提案に関して、談合等の不正行為があったとき。 

（６）その他、提示した事項及び本件に関する条件に違反したとき。 

 

11 委託契約 

（１）契約手続 

 ア 本業務の仕様は、受託候補者からの提出書類等を基に確定する。ただし、本

業務の目的達成のために必要と認められるときは、委託者と受託候補者との協

議により、提案内容を一部変更する場合がある。 



イ 委託者は、千葉県財務規則（昭和３９年千葉県規則第１３号の２）に定める契

約手続により、確定した仕様に基づいた見積書を受託候補者から徴し、県が定め

る予定価格の範囲内で契約を締結する。 

（２）主な留意事項 

ア 委託者が業務を継続することが適当でないと認めるときは契約を解除する場合

がある。 

イ 採用された提案書の内容については、必要に応じて内容の一部を変更及び修正

する場合がある。 

ウ 業務委託仕様書は、提案された企画内容をもとに委託者が作成する。 

エ 契約に当たっては、地方自治法施行令第１６７条の１６及び千葉県財務規則（昭

和３９年規則第１３号の２）第９９条の規定により、受託者は契約金額の百分の

十以上の契約保証金を納めること。なお、契約保証金は免除する場合がある。 

オ 業務の全部を第三者に再委託してはならない。なお、業務の一部の再委託につ

いては、高い効果が見込めると委託者が判断した場合は認めるものとし、事前に

委託者に書面で協議し、承諾を得るものとする。 

カ 委託料の支払いは精算払とする。 

キ 委託料には、事業終了後の完了報告書の作成及び成果品の納品を含む。 

ク 本業務の委託料によって備品等の財産を取得することは認めない。 

ケ 受託者は、業務上知りえた秘密を第三者に漏洩することは認めない。 

コ 受託者は、委託業務の実施のために業務委託料から支出したことについて、帳

簿及び証拠書類を、委託業務終了の年度の翌年度から起算して５年間整備保管し

ておかなければならない。さらに、委託者は、必要と認めるときは、受託者に対

して当該帳簿及び証拠書類の提出を求めることができる。 

サ 受託者は、契約時に電子契約サービスを選択することができる。 

 

12 プロポーザルに係る日程（あくまで予定であり、変更となる場合がある） 

内    容 日    程 

公募開始 令和８年７月１７日（金） 

質問の提出期限 令和８年７月２９日（水）午後５時 

質問への回答 令和８年８月 ４日（火） 

応募申請書の提出期限 令和８年８月 ６日（木）午後５時 

企画提案書等の提出期限 令和８年８月１０日（月）午後５時 

選考審査委員会 令和８年８月下旬（予定） 

受託候補者の決定通知 令和８年８月下旬  以降、契約締結 

13 問い合わせ・応募先 

千葉県教育庁企画管理部教育政策課高校改革推進室 

〒２６０－８６６２ 千葉市中央区市場町１－１ 



電 話：０４３－２２３－４０１９ 

E-mail：kyseisaku6★mz.pref.chiba.lg.jp 

（★を＠に変更し、送信してください） 

 

14 その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）提出された書類等は、返却しない。 

（３）提出された書類等は、必要に応じて複写する。 

また、事前に業者選定委員会委員に送付し、業者選定委員会終了後は破棄する

よう依頼する。 

（４）提出された書類等は、千葉県情報公開条例に基づき開示することがある。 

（５）企画提案に要する経費は、全て提出者の負担とする。 

（６）企画提案書等提出後に辞退する場合は、辞退届（様式第６号）を提出するもの

とする。 

（７）最終的な委託内容の詳細については、選定後、委託契約締結までの間に千葉県

教育委員会と協議して決定する。 


